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全てのこ ども や若者が、 保護者や社会に支えられ、 生活に必要な知恵を身に付けながら

• 心身と も に健やかに成長できる

• 個性や多様性が尊重さ れ、 尊厳が重んぜられ、 あり のままの自分を受け容れて大切に感じる （ 自己肯定感を持つ） こ と ができ、 自分

らし く 、 一人一人が思う 幸福な生活ができる

• 様々な遊びや学び、 体験等を通じて、 生き抜く 力を得るこ と ができる

• 夢や希望を叶えるために、 希望と 意欲に応じて、 のびのびと チャレンジでき、 未来を切り 開く こ と ができる

• 固定観念や価値観を押し付けられず、 自由で多様な選択ができ、 自分の可能性を広げるこ と ができる

• 自ら の意見を持つための様々な支援を受けるこ と ができ、 その意見を表明し 、 社会に参画できる

• 不安や悩みを抱えたり 、 困ったり しても 、 周囲のおと なや社会にサポート さ れ、 問題を解消したり 、 乗り 越えたり するこ と ができる

• 虐待、 いじめ、 体罰・ 不適切な指導、 暴力、 経済的搾取、 性犯罪・ 性暴力、 災害・ 事故などから守られ、 困難な状況に陥った場合に

は助けられ、 差別さ れたり 、 孤立したり 、 貧困に陥ったり するこ と なく 、 安全に安心して暮らすこ と ができる

• 働く こ と 、 また、 誰かと 家族になるこ と 、 親になるこ と に、 夢や希望を持つこ と ができる

全てのこ ども ・ 若者が、 日本国憲法、 こ ども 基本法及びこ どもの権利条約*の精神にのっと り 、 生涯にわたる人格形成
の基礎を築き、 自立した個人と してひと し く 健やかに成長するこ と ができ、 心身の状況、 置かれている環境等にかかわら
ず、 ひと し く その権利の擁護が図られ、 身体的・ 精神的・ 社会的に将来にわたって幸せな状態（ ウェルビーイング） で生
活を送るこ と ができる社会。

そして、 20代、 30代を中心と する若い世代が、

• 自分らし く 社会生活を送るこ と ができ、 経済的基盤が確保さ れ、 将来に見通しを持つこ と ができる 。

• 希望するキャ リ アを諦めるこ と なく 、 仕事と 生活を調和させながら 、 希望と 意欲に応じて社会で活躍するこ と ができる。

• それぞれの希望に応じ、 家族を持ち、 こ ども を産み育てるこ と や、 不安なく 、 こ ども と の生活を始めるこ と ができる。

• 社会全体から 支えら れ、 自己肯定感を持ちながら幸せな状態で、 こ ども と 向き合う こ と ができ、 子育てに伴う 喜びを実感するこ と

ができる 。 そう した環境の下で、 こ ども が幸せな状態で育つこ と ができる。

こ どもや若者、 子育て当事者はも ちろん、 全ての人にと って、 社会的価値が創造さ れ、 その幸福が高まるこ と に

① こ ども ・ 若者が、 尊厳を重んぜられ、 自分らし く 自らの希望に応じてその意欲と 能力を活かすこ と ができるよ う になる 。 こ どもを産
みたい、 育てたいと 考える個人の希望が叶う 。 こ ども や若者、 子育て当事者の幸福追求において非常に重要。

② その結果と して、 少子化・ 人口減少の流れを大きく 変えると と も に、 未来を担う 人材を社会全体で育み、 社会経済の持続可能性を高
める。
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こ ども大綱が目指す「 こ ども まんなか社会」 ～全てのこども・若者が身体的・精神的・社会的に幸福な生活を送ることができる社会～

（ *こ ども 家庭審議会における当該条約の呼称についての議論を踏まえ、 当事者であるこ ども にと ってのわかり やすさ の観点から 、 児童の権利に関する条約を「 こ ども の権利条約」 と 記載。 ）



こ ども施策に関する基本的な方針

日本国憲法、 こども 基本法及びこどもの権利条約の精神にのっと り 、 以下の６ 本の柱を基本的な方針と する。

①こ ども ・ 若者を権利の主体と して認識し 、 その多様な人格・ 個性を尊重し 、 権利を保障し 、 こ ども ・ 若者の今と これ
からの最善の利益を図る

・こども・若者は、保護者や社会の支えを受けながら、自立した個人として自己を確立していく意見表明・参画と自己選択・自己決
定・自己実現の主体であり、生まれながらに権利の主体。多様な人格を持った個として尊重し、その権利を保障し、こども・若者
の今とこれからにとっての最善の利益を図る。「こどもとともに」という姿勢で、こどもや若者の自己選択・自己決定・自己実現
を社会全体で後押し。

・成育環境等によって差別的取扱いを受けることのないようにする。虐待、いじめ、暴力等からこどもを守り、救済する。

②こ ども や若者、 子育て当事者の視点を尊重し 、 その意見を聴き、 対話しながら 、 と も に進めていく

・こども・若者が、自らのことについて意見を形成し、その意見を表明することや、社会に参画することが、社会への影響力を発揮
することにつながり、おとなは、こども・若者の最善の利益を実現する観点からこども・若者の意見を年齢や発達の程度に応じて
尊重する。

・意見表明・社会参画する上でも欠かせない意見形成への支援を進め、意見を表明しやすい環境づくりを行う。困難な状況に置かれ
たこども・若者や様々な状況にあって声を聴かれにくいこどもや若者等について十分な配慮を行う。

③こ ども や若者、 子育て当事者のラ イフステージに応じて切れ目なく 対応し 、 十分に支援する

・こども・若者の状況に応じて必要な支援が特定の年齢で途切れることなく行われ、自分らしく社会生活を送ることができるように
なるまでを社会全体で切れ目なく支える。

・「子育て」とは、こどもの誕生前から男女ともに始まっており、乳幼児期の後も、学童期、思春期、青年期を経て、おとなになる
まで続くものとの認識の下、ライフステージを通じて、社会全体で子育て当事者を支えていく。

④良好な成育環境を確保し 、 貧困と 格差の解消を図り 、 全てのこ ども ・ 若者が幸せな状態で成長できるよ う にする

・乳幼児期からの安定した愛着（アタッチメント）の形成を保障するとともに、愛着を土台として、全てのこども・若者が、相互に
人格と個性を尊重されながら、安全で安心して過ごすことができる多くの居場所を持ち、様々な学びや多様な体験活動・外遊びの
機会を得ることを通じて、自己肯定感や自己有用感を高め、幸せな状態で成長し、尊厳が重んぜられ、自分らしく社会生活を営む
ことができるように取り組む。

・困難な状況にあるこども・若者や家庭を誰一人取り残さず、その特性や支援ニーズに応じてきめ細かい支援や合理的配慮を行う。

⑤若い世代の生活の基盤の安定を図ると と もに、 多様な価値観・ 考え方を大前提と して若い世代の視点に立って結婚、
子育てに関する希望の形成と 実現を阻む隘路（ あいろ） の打破に取り 組む

・若い世代が「人生のラッシュアワー」と言われる様々なライフイベントが重なる時期において、社会の中で自らを活かす場を持つ
ことができ、現在の所得や将来の見通しを持てるようにする。

・多様な価値観・考え方を尊重することを大前提とし、どのような選択をしても不利にならないようにすることが重要。その上で、
若い世代の意見に真摯に耳を傾け、その視点に立って、若い世代が、自らの主体的な選択により、結婚し、こどもを産み、育てた
いと望んだ場合に、それぞれの希望に応じて社会全体で支えていく。共働き世帯が増加し、また、結婚・出産後も仕事を続けたい
人が多くなっている中、その両立を支援していくことが重要であるため、共働き・共育てを推進し、育児負担が女性に集中してい
る実態を変え、男性の家事や子育てへの参画を促進する。

⑥施策の総合性を確保すると と も に、 関係省庁、 地方公共団体、 民間団体等と の連携を重視する
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○こ ども ・ 若者が権利の主体であるこ と の社会全体での共有等

（こども基本法の周知、こどもの教育、養育の場におけるこどもの権利に関する理解促進 等）

○多様な遊びや体験、 活躍できる機会づく り （遊びや体験活動の推進、生活習慣の形成・定着、こどもまんなかまちづくり 等）

○こ ども や若者への切れ目のない保健・ 医療の提供（成育医療等に関する研究や相談支援等、慢性疾病・難病を抱えるこども・若者への支援）

○こ ども の貧困対策（教育の支援、生活の安定に資するための支援、保護者の就労支援、経済的支援）

○障害児支援・ 医療的ケア児等への支援（地域における支援体制の強化、インクルージョンの推進、特別支援教育 等）

○児童虐待防止対策と 社会的養護の推進及びヤングケアラーへの支援（児童虐待防止対策等の更なる強化、社会的養護を必要とするこども・若者

に対する支援、ヤングケアラーへの支援）

○こ ども ・ 若者の自殺対策、 犯罪などからこ ども ・ 若者を守る取組
（こども・若者の自殺対策、インターネット利用環境整備、性犯罪・性暴力対策 等）

２ ラ イフステージ別の重要事項

○学童期・ 思春期
学童期は、こどもにとって、身体も心も大きく成長する時期であり、自己肯定感や道徳性、社会性などを育む時期。

思春期は、性的な成熟が始まり、それに伴って心身が変化し、自らの内面の世界があることに気づき始め、他者との関わりや社会と
の関わりの中で、自分の存在の意味、価値、役割を考え、アイデンティティを形成していく時期。
・こどもが安心して過ごし学ぶことのできる質の高い公教育の再生等 ・居場所づくり
・小児医療体制、心身の健康等についての情報提供やこころのケアの充実 ・成年年齢を迎える前に必要となる知識に関する情報提供や教育
・いじめ防止 ・不登校のこどもへの支援 ・校則の見直し ・体罰や不適切な指導の防止 ・高校中退の予防、高校中退後の支援

○こ ども の誕生前から幼児期まで
こどもの将来にわたるウェルビーイングの基礎を培い、人生の確かなスタートを切るための最も重要な時期。
・妊娠前から妊娠期、出産、幼児期までの切れ目ない保健・医療の確保 ・こどもの誕生前から幼児期までのこどもの成長の保障と遊びの充実

３ 子育て当事者への支援に関する重要事項

子育て当事者が、経済的な不安や孤立感を抱いたり、仕事との両立に悩んだりすることなく、また、過度な使命感や負担を抱くことなく、
健康で、自己肯定感とゆとりを持って、こどもに向き合えるようにする。

○子育てや教育に関する経済的負担の軽減 ○地域子育て支援、 家庭教育支援

○共働き ・ 共育ての推進、 男性の家事・ 子育てへの主体的な参画促進・ 拡大 ○ひと り 親家庭への支援

○青年期
大学等への進学や就職に伴い新たな環境に適応し、専門性や職業性を身に付け、将来の夢や希望を抱いて自己の可能性を伸展させる
時期。
・高等教育の修学支援、高等教育の充実 ・就労支援、雇用と経済的基盤の安定 ・結婚を希望する方への支援、結婚に伴う新生活への支援
・悩みや不安を抱える若者やその家族に対する相談体制の充実

こ ども施策に関する重要事項

「 こ ども まんなか社会」 を実現するための重要事項を、 こ ども ・ 若者の視点に立って分かり やすく 示すため、 ラ イフステージ別に提示。

１ ラ イフステージを通した重要事項
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こども基本法において、こども施策の基本理念として、こども・若者の年齢及び発達の程度に応じた意見表明機会と社会参画機会の確保、その意見の

尊重と最善の利益の優先考慮が定められている。また、こども施策を策定、実施、評価するに当たって、こども・若者の意見を幅広く聴取して反映させ
るために必要な措置を講ずることが国や地方公共団体に義務付けられている。こどもの権利条約は、児童（18歳未満の全ての者）の意見を表明する権利
を定めており、その実践を通じた権利保障を推進することが求められる。

こどもや若者の意見を聴いて施策に反映することやこどもや若者の社会参画を進めることには、大きく、２つの意義がある。

①こどもや若者の状況やニーズをより的確に踏まえることができ、施策がより実効性のあるものになる。

②こどもや若者にとって、自らの意見が十分に聴かれ、自らによって社会に何らかの影響を与える、変化をもたらす経験は、自己肯定感や自己有用感、
社会の一員としての主体性を高めることにつながる。ひいては、民主主義の担い手の育成に資する。

こどもや若者とともに社会をつくるという認識の下、安心して意見を述べることができる場や機会をつくるとともに、意見を持つための様々な支援を
行い、社会づくりに参画できる機会を保障することが重要。その際、こどもや若者の社会参画・意見反映は形だけに終わる懸念があることを認識して、
様々な工夫を積み重ねながら、実効性のあるものとしていくことが必要。

○国の政策決定過程へのこども ・ 若者の参画促進（『こども若者★いけんぷらす』の推進、若者が主体となって活動する団体からの意見聴取、

各府省庁の各種審議会・懇談会等の委員へのこども・若者の登用、行政職員向けガイドラインの作成・周知）

○地方公共団体等における取組促進（上記ガイドラインの周知やファシリテーターの派遣等の支援、好事例の横展開等の情報提供 等）

○社会参画や意見表明の機会の充実 ○多様な声を施策に反映さ せる工夫 ○社会参画・ 意見反映を支える人材の育成

○若者が主体と なって活動する団体等の活動を促進する環境整備 ○こ ども ・ 若者の社会参画や意見反映に関する調査研究

○「 こ ども まんなか」 の実現に向けたEBPM（仕組み・体制の整備、データの整備・エビデンスの構築）

○こ ども ・ 若者、 子育て当事者に関わる人材の確保・ 育成・ 支援

○地域における包括的な支援体制の構築・ 強化（要保護児童対策地域協議会と子ども・若者支援地域協議会の活用、こども家庭センターの全国展開 等）

○子育てに係る手続き ・ 事務負担の軽減、 必要な支援を必要な人に届けるための情報発信

○こ ども ・ 若者、 子育てにやさしい社会づく り のための意識改革

○国における推進体制（総理を長とするこども政策推進会議、こどもまんなか実行計画の策定、担当大臣やこども家庭審議会の権限行使 等）

○数値目標と 指標の設定 ○自治体こ ども計画の策定促進、 地方公共団体と の連携 ○国際的な連携・ 協力

○安定的な財源の確保 ○こ ども 基本法附則第２ 条に基づく 検討

こ ども施策を推進するために必要な事項

１ こ ども ・ 若者の社会参画・ 意見反映

２ こ ども 施策の共通の基盤と なる取組

３ 施策の推進体制等
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こ ども大綱における目標・ 指標

目
指
す
社
会
：
こ
ど
も
ま
ん
な
か
社
会

目標（ 別紙１ ）

「 こ ども政策に関して自身の意見が聴いても らえている 」 と 思う
こ ども ・ 若者の割合

「 どこ かに助けてく れる人がいる 」 と 思う こ ども ・ 若者の割合

「 こ どもの世話や看病について頼れる人がいる 」 と 思う 子育て当
事者の割合

「 生活に満足している 」 と 思う こ どもの割合

社会的スキルを身につけているこ どもの割合

「 自分の将来について明るい希望がある 」 と 思う こ ども ・ 若者の
割合

「 今の自分が好きだ」 と 思う こ ども ・ 若者の割合（ 自己肯定感の
高さ ）

「 自分には自分らしさ と いう ものがある 」 と 思う こ ども ・ 若者の
割合

「 社会生活や日常生活を円滑に送るこ と ができている」 と 思う こ
ども ・ 若者の割合

「 結婚、 妊娠、 こ ども ・ 子育てに温かい社会の実現に向かってい
る 」 と 思う 人の割合

「 自国の将来は明るい」 と 思う こ ども ・ 若者の割合

「 こ ども まんなか社会の実現に向かっている 」 と 思う 人の割合

指標（ 別紙２ ）

別紙１ に、 こ ども 大綱が目指す「 こ ども まんなか社会」 の実現に向けたこども ・ 若者や子育て当事者の視点に立った数値目標、

別紙２ に、 こ ども ・ 若者、 子育て当事者の置かれた状況等を把握するための指標を設定する。

※具体的に取り 組む施策の進捗状況を検証するための指標については「 こ ども まんなか実行計画」 において設定。

・ 「 こ どもは権利の主体であ
る 」 と 思う 人の割合

・ こ どもの貧困率
・ 里親等委託率
・ 児童相談所における児童虐待
相談対応件数

・ 小・ 中・ 高生の自殺者数
・ 妊産婦死亡率
・ 安心できる場所の数が１ つ以
上あるこ ども ・ 若者の割合

・ いじめの重大事態の発生件数
・ 不登校児童・ 生徒数
・ 高校中退率
・ 大学進学率
・ 若年層の平均賃金
・ 50歳時点の未婚率
・ 「 いずれ結婚するつも り 」 と
考えている未婚者の割合

・ 合計特殊出生率
・ 出生数
・ 夫婦の平均理想/予定こ ども数
・ 理想の子ども数を持たない理
由と して「 子育てや教育にお金
がかかり すぎるから 」 を挙げる
夫婦の割合

・ 男性の育児休業取得率
・ ６ 歳未満のこ ども をもつ男性
の家事関連時間

・ ひと り 親世帯の貧困率
等

70％

（ 目標値）

70％

70％

80％

90％

現状※維持

※97.1％

70％

80％

55％

70％

90％

70％
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